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【愛労連第７２回定期大会 第１号議案 付属議案①】

愛労連２０２５年度たたかいの経過と課題（案）

第７０回定期大会で確認した２０２５年度運動方針では、運動の基調として「３つの要

求」と「４つの基本」を掲げ、要求については春闘方針で「４つの要求」に発展させまし

た。総括ではこの基調に基づいて、運動の到達点と課題を明らかにし、次年度運動方針に

いかします。

（２０２５国民春闘方針版）

【４つの要求】

①．大幅賃上げ・底上げ、非正規労働者の要求前進と社会的な賃金闘争の前進

②．労働時間短縮の実現、労基法解体を許さず改善をもとめる

③．公務･公共体制、社会保障の充実、生活圏での公共の再生

④．政府の改憲策動を止め、憲法がいかされる社会を

【４つの基本】

①．組合員や労働者との「対話」と「学びあい」を愛労連運動の文化に

． 「 」 「 」② 戦略としての 社会的な賃金闘争 と たたかう労働組合のバージョンアップ

を両輪で

③ 「ジェンダー平等の推進」と「格差是正」｢最低規制の強化｣をすべてのたたか．

いに位置づける

④．それぞれのたたかいを要求が実現できる政治の転換につなげる

１．大幅賃上げ・底上げ、非正規労働者の要求前進と社会的な賃金闘争

（１）２８年ぶりの賃上げ、水準は昨年を維持した２０２５春闘の到達点と課題

①．国民春闘共闘・全労連は、７月３日に２０２５春闘最終となる第８回賃上げ集計を

まとめました。回答引き出し組合は、２３２２組合のうち５４．１％にあたる１２５

６組合で、前年最終集計（２０２４年７月４日：１２８３組合・５４．１）と同水準

となっています。

②．有額回答を得た組合での単純平均（一組合あたりの平均）は、９２８０円・３．３

１％となりました。第１回集計（３月１３日：７４９９円・２．７９％）から１７８

１円・０．５２ポイント増加しています。前年最終集計（２０２４年７月４日：８５

０３円・３．２３％）を７７７円・０．０８ポイント上回りました。１９９７年（９

６５６円・３．２９％）以来２８年振りの水準となりました。

③．加重平均（組合員一人あたりの平均）は８４６８円・２．８５％となりました。第

１回集計（７０２８円・２．７０％）から１４４０円・０．１５ポイント伸びたもの

の、前年最終集計を１６９５円・０．６４％下回りました。昨年は、診療報酬の改定
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に向けて医療関係の比較的大きな組合で高水準の回答を引き出し加重平均で５桁とな

る最終集計となりましたが、今期は規模の大きい医療関係で厳しい回答状況となった

ことが加重平均を押し下げた要因となっています。回答金額の判明している８２６組

合のうち、１万円以上の５桁回答を勝ち取ったのは３２４組合となり、前年最終集計

２４５組合を７９組合上回りました。このうち、福祉保育労２７組合（前年最終集計

１組合 全倉運７組合 同３ 建交労・社会福祉５組合 同３ JMITU４組合 同）、 （ ）、 （ ）、 （

４ 、化学一般労連２組合（同２ 、建交労・運輸２組合（同５ 、全農協労連１組合） ） ）

同０ 建交労・鉄道１組合 同１ 金融労連１組合 同０ 民放労連１組合 同（ ）、 （ ）、 （ ）、 （

０ 、出版労連１組合（同２）の計５２組合（前年最終集計２４組合：映演労連２、）

日本医労連１含む）が２万円以上の回答を引き出しています。福祉保育労では保育の

公定価格１０．７％引き上げ分をきちんと賃金に回すように交渉を強め５組合が３万

円以上の高い賃上げを勝ち取りました。また、全倉運、出版労連、建交労・社会福祉

の組合からも３万円以上の回答報告が寄せられています。

④．愛労連・愛知春闘共闘は、独自の集計を行ってきませんでしたが、２０２５春闘で

は実施しました。事業所ごとの平均賃金などをつかめないところも多く月給者の単純

平均賃上げ額と率、時間給者の単純平均賃上げ額と率を集計しました。

⑤．２０２５年７月１７日現在の集計結果は月給者の単純平均が１万２９８７円（９８

組合 、時給者の単純平均が９４円（７組合）となりました。月給者の単純平均が全）

国平均に比べて高い水準にあるのは、福保労の保育園職場で公私間格差是正制度（民

調）を有している事業所では、昨年の公務員賃金の引き上げや公的価格の引き上げを

背景に高い賃上げを勝ちとりました。最高額となった学童保育職場では、職場内加重

平均で６万４０００円の賃上げを勝ちとりました。２０２４春闘における民間の賃上

げが公務の２０２４人事院勧告に波及し、それが２０２５春闘で民間保育職場を中心

に大きく波及した結果であり、賃上げの好循環を確信できるものとなりました。
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⑥．他産業は全体として昨年並みの水準でしたが、医療はベアゼロが大半をしめ、一時

金カットで年収を下回る職場もあり、病院の経営難を背景に苦戦を強いられました。

背景には昨年の診療報酬カットがあり、国が医療に責任を持つようにさせていく国民

的な運動が必要です。

【参考】

愛知県労働局の集計結果（２０２５年７月３日）

【 】 （ ）・平均妥結額：１８,４４１円 前年比 ３,１６５円増 前年実績 １５,２７６円

． 【 】 ． （ ． ）・平均賃上げ率：５ ４０％ 前年比 ０ ６０ポイント増 前年実績４ ８０％

※前年と回答企業が一部異なるため、単純比較はできない。

（県内３０６社が回答：平均年齢３９．７歳 基準内賃金３４１,４８７円）

・２０２５年の賃上げの妥結状況は、平均妥結額で前年比３,１６５円の増、平均賃

上げ率で前年比０．６０ポイントの増となりました。

・平均妥結額は、加重平均で調査を開始した１９９０年以降で最も高い水準となり、

昨年に続き２年連続で最高額を更新しました。

・ ３００人未満」の企業における平均妥結額は１１,５７８円で、前年比１,７８０「

円の増となり、平均賃上げ率は４．３４％で、前年比０．５０ポイントの増となり

ました。

注 ）数値はいずれも加重平均（労働組合員１人当たりの平均）

連合愛知の集計結果（２０２５年６月１３日）

・定昇相当込み賃上げ額（加重平均）１７,３６３円・５．３６％

（昨年同時期比１,１２７円増・０．０９ポイント増）

・中小労組（３００人未満）１４,２３１円・４．９６％

、 、 ．・賃金改善分が明確に分かる２２８組合のうち 中小労組では １０,３４２円・３

５８％（昨年同時期比６５３円増・０．０１ポイント増）となり、大手労組（３０

０人以上）と同等の賃金改善分を獲得しました。

・また、有期・短時間・契約労働者の賃上げ（時給）については、加重平均６９．１

円・６．０１％となり、一般組合員を上回る時給の引き上げ率が続いています。

愛知県経営者協会の集計（２０２５年６月１７日）

、 ． 。・妥結金額が判明している１４７社の平均は１万４２５９円で 増加率は４ ７２％

。 、前年比較が可能な１２９社平均は６０７円のプラスだった 妥結平均額については

記録が確認できる１９８５年以降で最高額となった。

・最終報告では、会員企業８９７社のうち２１０社を対象に、３月１日から６月１２

日までに回答のあった１７３社を集計した。

、 （ ． ）・従業員規模別の妥結金額の平均は 千人以上が１万６７４９円 増加率５ ２１％

、 （ ． ）と増加率は５％を上回った一方で ３００人未満では１万６３１円 同３ ８２％

と４％を下回り、規模間の格差は拡大した。

・基本給を底上げするベースアップ（ベア）について、定期昇給とベアの区別がある
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と回答した１３１社のうち、ベアを回答した企業は１２４社あり、ベアの平均額は

１万１４５円（前年は８７８８円）だった。

（２）社会的な賃金闘争のとりくみ

１）２０２４年と２０２５年の最低賃金引き上げのとりくみ

この１年、２４年の最賃審議会へのとりくみからスタートして、国会議員要請、数

回にわたる名古屋駅や地域での宣伝、最低生計費試算調査の発表、東京圏への若者流

出にかかる愛知県知事への要請（記者会見 、そして署名にとりくんできました。２）

０１５年愛労連・全労連が掲げた「最賃１５００円」世論が大きくなり現実化してき

ました。

一方、最賃が対話と学び合いのテーマになっているかは検証の必要があります。署

名数の現状、宣伝行動の参加者（数と参加の広がり）などは課題が残りました。

①．愛労連は、今すぐ１５００円・審議の全面公開・意見陳述・中小企業支援など求め

て 「審議会前の要請書と署名提出 「審議会が始まり意見書の提出（４７通＝２３年、 」

は２８通 「１０７７円の答申後には異議書の提出（５４通＝２３年４７通 」と旺盛」 ）

なとりくみを展開しました。また、審議をすべて傍聴し、委員の発言回数や内容を注

視しました。

２０２４年１０月１日に改定された愛知県最低賃金は、これまでの運動も反映して

１０２７円から５０円アップの１０７７円となり、これまでに最高の引き上げ額にな

りました。しかし、審議内容や額ともに到底納得できません。

②．２０２４年最賃審議会の経過をふまえ、２０２５年最賃審議委員の改選期（２年毎

の改選）に合わせた２０２５年３月２５日、愛知労働局長あてに「愛知地方最低賃金

審議会委員の任命にかかる要請 （７項目）を行いました。労働者委員の推薦を５名」

行いましたが、任命は連合の役員だけになったことについて、２０２５年５月４日、

「多様性を受け入れない」などとした事務局長談話を発表し報道機関にも提供しまし

た。

③．２０２５年３月２６日には、初めてのとりくみとして愛知県知事に対し、愛知県か

ら東京圏に若者が流出している背景に最賃額の低さもあることを指摘し 「県知事が、

最低賃金引き上げに積極的な役割を果たすことを求める要請」を行いました（中日新

聞掲載 。）

④．２０１５年の最低生計費試算調査（単身世帯で１５１３円）から９年を迎え、若年

単身者世帯について食費の再計算とともに、家賃・教養娯楽・交際費などの支出につ

（ ） 。 、いて青年３人が参加し合意形成会議 ２０２４年１２月８日 を開催しました また

名古屋市消費者物価指数、税金や社会保険料も２０２３年の賃金構造基本調査をもと

に概算し、最低生計費は約１８００円となったことを発表。幹事会や２０２５年２月

６日にオンライン説明会も行いました。最賃引き上げ運動を促進するためにカラーチ

ラシを作成し、単産や地域組織での学びと対話を呼びかけました。

⑤．２０２５年の最賃審議会を前に全国最賃デーの４月９日（中心に）に名古屋駅、千
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種・名東労連、西三河労連・知多労連が駅頭宣伝、栄総行動実行委員会が労働局前で

座り込みにとりくみました。６月１９日（木）は愛知学院大学前（名城公園 、参議）

院選挙直前の７月１４日（月）夕刻には名古屋駅で「投票に行こう」と呼びかけ、オ

（ ， ） 、ンライン署名 １ ５００円と特定最賃＝QRコード入り が入ったテッシュを配布

「今すぐ１，５００円」の世論形成に奮闘しました （５月２４日の名駅宣伝は雨天。

中止）

⑥．７月４日に愛労連最賃署名９０００筆とオンライン署名４７７９筆を愛知労働局と

愛知地方最低賃金審議会あてに提出しました。同時に署名の要請項目を補強する「愛

知県最低賃金を１５００円に、審議の活性化・公開を求める要請」を行いました。要

請では今すぐ１５００円、中小企業支援、審議の全面公開 「二者協議」の議事録作、

成、意見陳述、愛労連が発表した愛知県（名古屋市）若年単身世帯の最低生計費試算

調査の活用、答申書の改善について強調しました。

最賃審議会あての「意見書」について、２０２４年の４７通を上回る５０通を目標

にしてとりくみました。

⑦．最低賃金・公契約問題対策委員会は月に１回ペースで開催、具体的なとりくみを議

論しました。

２）２０２４春闘からつないだ２０２４人勧・確定闘争

①．官民格差１万１１８３円（２．７６％ 、高卒初任給を２万１４００円引き上げる）

とともに全体の俸給表の改定、一時金は０．１０月分引き上げで、２０２３年を上回

るベア勧告を引き出しました。

②．自治体の確定闘争では、これを土台に全年代での引き上げを迫り成果をあげてきま

した。

③ 「給与制度のアップデート」による地域手当「見直し 、配偶者にかかる扶養手当廃． 」

止、そして寒冷地手当改悪によって、実質的に「賃下げ」となる組合員もおり、不利

益変更は許されません。

３）公契約条例をひろげるとりくみ

公契約条例を設けている地方自治体は全国９０自治体まで広がっており、愛知県内

でも２１自治体が条例化しました。全国の４分の１が愛知です。春の自治体キャラバ

ンを継続している成果です。ただ、２０２３年４月施行の常滑市までで、２０２４年

は確認されていません。賃金下限額の設定は３自治体（豊橋市・豊川市・みよし市）

です。２０２５年のキャラバンを通じて条例化・賃金下限額がすすむようとりくみま

した。県内でのひろがりを背景に、条例制定に向けた検討について前向きな意志を示

す自治体が増えつつあります。

愛知県が公契約に関する協議の場を１月に設けていることがわかりました。２０２

６年から傍聴参加します。

（３）統一行動闘争の強化・発展をめざして

１）秋季年末闘争および春闘における全国統一行動（１１．７／３．１３／４．９）
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①．春闘で医労連が積極的にストライキを配置

②．愛労連としては、名古屋駅での宣伝を

２）秋と春の地域総行動（１１．１／２．２０）

人手不足や業務の繁忙などにより、地域総行動への結集に陰りがみられるもと、そ

れでも今年度も秋と春の２回、地域総行動にとりくみました。年々、チラシ配布場所

及び配布枚数の減少が続いています。２０２４年１１月１日に実施した秋の地域総行

動は、突然の名古屋市長選挙と重なり、当初予定していた夜の学習会（労働法制の緩

和と過労死等防止について）が延期となりました。延期となった学習企画は、２０２

５年２月２０日の春の地域総行動の夜間企画として開催しました。地域に労働組合の

風を吹かす大切なとりくみですが、持続性を維持していくための一層の工夫が必要と

なってきています。

（４）非正規差別ＮＧ、同一労働同一賃金、均等待遇をめざすとりくみ

１）非正規公務員の雇用を守り処遇の改善をめざして

２年間をひとつの区切りとしてとりくむ「あいち非正規公務員１万人組織化プロジ

」 、 、ェクト も 国会へのアプローチや記者会見などの機会を通して社会的な発信を続け

組合員の雇用をまもり、ジェンダー不平等な制度の改善を実現させる全国の非正規公

務員運動のリード役を担ってきました。また、２０２４年１１月には、当事者参加型

の「あいち非正規公務員オータムミーティング」にもとりくみました。一方、運動の

成果を組織化に反映できるまでには至らず、プロジェクトが目標として掲げた１万人

の組織化には程遠い現実があります。女性差別撤廃条約の批准・男女雇用機会均等法

の施行から４０年を迎え、政府も会計年度任用職員制度の改善にとりくむ情勢をつく

りあげてきました。あらためて、運動の成果を組織化という結果に結びつけるきっか

けを作り上げていくことが必要です。

２）パート・臨時労組連絡会（パ臨連）のとりくみ

①．幹事が少ない中、リモートを活用し、総会、元気が出る集会など、学習と交流を止

めることなく活動を続けました。

②．今後は、今まで幹事を出せていない組織に会議への参加を呼びかけ、非正規労働者

が自分事として労働組合活動に参加し主体的にとりくむことで、要求と運動の前進を

目指します。

③．春闘統一行動として 「社会保険加入（年収の壁）についてのアンケート」にとり、

くみ、当初の目標の倍、６５０人以上から回答が集まりました。非正規労働者の社会

保険に対する実態や思いなどがわかり、総会でも報告しました。今後は、ジェンダー

平等で「年収の壁」から抜け出し働く自由と権利を取り戻す運動や、組織強化、拡大

にも活用します。

（５）ケア労働者の処遇改善と増員めざして

①．２５春闘では、全医労・国共病組・全JCHOの公的病院組合と、民医連労組のみな
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と医療生協労組、南医療生協労組がストライキに決起しました。２０２５国民春闘共

闘賃上げ集計によると単純平均８７３９円（前年実績＋４１８円 ・３．２６％でし）

たが、分野別ではとりわけ「医療分野」は単純平均６０９７円（前年実績▲２１３７

円 ・２．１１％で極めて低額回答でした。政府の不十分な財政措置は明らかです。）

また 「社会福祉・介護分野」は、処遇改善加算がとられ、９８８７円（前年実績＋、

２４９２円 ・３．５５％と他産業を上回る回答を引き出しましたが、所定内賃金の）

他産業格差は７万円低い状況です。医療分野では、昨年冬季一時金が大幅に引き下げ

られたところも多く、さらに今年の夏季一時金についても、引き下げ回答が出される

状況です。みなと医療生協労組は２年連続の赤字を理由に、昨年実績より０．４ヶ月

削減回答で、医療職では６ 万～１０万円の減額となる大幅カットです。こうした状

況により、ますます他産業との賃金格差が拡がり、少なくない医療介護労働者が 他

の産業に流出し、人材不足が加速しています。人材不足により、入院病床を休止せざ

る得ない状況もうまれています。

②．愛労連ケア労働対策会議では、緊急の報酬改定の必要性を訴え、愛知県に他産業と

の格差４万円を手当てするよう緊急要請書を提出・懇談し、記者会見を１月３１日に

行い、中日新聞が報道しました。

③．関係単産などが記者会見やストライキが報道されるなど奮闘の成果によって、３月

１７日には全国市長会が 「地域の医療機関、介護施設、障害者福祉施設等の物価高、

騰対策等に関する緊急要望」を厚労省に提出しました。５月１５日には、全国知事会

も医療の診療報酬改定とともに財政支援を、介護と障害福祉の報酬改定は定期改定を

待たずに対策するよう求めました。こうした流れを受け、政府は骨太方針２０２５で

は 実質賃金を年１％程度上昇させることを定着させる とする目標が掲げられ 賃、「 」 、「

上げこそが成長戦略の要」と明記されました。とくに、医療・介護・障害福祉分

野は、公定価格（診療報酬・介護報酬・障害報 酬 ）において「コストカッ

ト型からの転換」を明示し、物価や他産業の賃上げ動向を踏まえた価格設定

によって、現場で従事する者への処遇改善と人材確保を両立させる方針を打

ち出しました。

④．運動をいっそう広げ、他産業平均と比べても極めて低い賃金の大幅な引き上げと企

業内最低賃金などの最低規制を強化し、抜本的な増員をはかることが急務です。

⑤．介護利用者は利用料の引き上げによる負担増がつづき、さらに人手不足によって介

護を受けられない事態も生じています。訪問介護事業所閉鎖も深刻です。医療現場で

は、看護師不足による病床閉鎖も増加しています。全国各地で医療・介護崩壊の危機

がひろがっています。人材確保のために、厚労省はスキマバイトのように短時間や短

、 、期で働くアプリ活用を推進していますが ケア産業そのものを形骸化するものであり

正規職員での配置基準を抜本的に引き上げること、働き続けられる労働条件の整備と

改善が求められています。

⑥．２５春闘でも、医療・介護・福祉分野の賃上げは置き去りにされており、２５秋闘

でも引き続き「ケア労働者の大幅賃上げ」を追求することが重要になっています。

現状の医療経営は物価高騰による医療材料単価や食材費の上昇、最低賃金

上昇による清掃や医療事務の委託料が増加し、医業費用の増加に診療報酬が
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追いついておらず、報酬の臨時改定を求める運動が重要です。２０２６年は診

療報酬改定の年です。診療報酬、介護・障害報酬の引き上げ、社会保障関係費の抑制

方針を取りやめるために、社保協などとも連携をしてとりくみをすすめます。２５秋

闘では基本報酬の引き上げをはじめとするケア労働者の処遇改善に資する改定を求め

るとりくみについて、関係単産と愛労連・ケア労働対策委員会で情報交換し戦略をた

て、行動します。

全国統一回答指定日１１月５日（水 、翌６日（木）にストライキを含む全国統一）

行動に創意工夫をこらし結集します。

厚生労働省「賃金構造

基本統計調査」に基づ

き、厚生労働省・こど

も家庭庁が作成した

「障害福祉関係分野」

「介護職員」の賃金の

推移より自治体キャラ

バン実行委員会が作成

（６）第９６回メーデー

１）社会からの大きな注目を集めた愛知県中央メーデー

第９６回愛知県中央メーデーを５月１日（木）に白川公園で開催しました。平日と

はいえ晴天に恵まれたもとでの開催となりましたが、昨年を下回る１０００人の参加

に留まりました。

一方で、報道機関からの注目は集め、在名テレビ局全６社に新聞社も取材・報道し

ました。私たちがつくり出してきた、物価高騰を上回る賃上げを必要とする追い風の

世論を土台にし、中小企業や非正規、ケア労働者の賃上げ、最賃引き上げなどを大き

くアピールできました。春闘後半・夏季闘争へむけて意思統一するとともに労働者の

要求を社会へ大きく知らしめました。

２）労働者の要求を前面に夏のたたかいへ

第９６回愛知県中央メーデーでは昨年に引き続きメーデーの主役である労働者を中

心とした１２組織からの報告をリレー形式おこない、会場とも呼応し大きな盛り上が

りを見せました。

３）メーデーの位置づけを再確認
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近年、職場の多忙化もありますが、現役労働者の参加が減少傾向にあります。現役

労働者が参加したくなる内容にすることも必要ですが、今一度、各組合がメーデーの

歴史と意義を学び直し、メーデーに参加できる環境作りをすすめることが必要です。

また 「メーデー」を５月１日だけで終わらせず、メーデー前後のとりくみも重要、

になります。デコレーションコンクールなどに組合員が力を合わせて臨んだり、ＳＮ

Ｓを活用したりするなど、メーデーを盛り上げるとりくみを考え、進めていくことが

必要です。

４）６つの地域からも元気にアピール

愛知県内の地域メーデーは、例年どおり６地域で開催されました。６地域合わせて約

９００人が参加し、集会、デモ行進など元気にとりくまれました。大幅賃上げ、平和

な社会の実現などの要求を大きく掲げました。いくつかの地域には、地元議会議員や

自治体首長からのメッセージが寄せられました。また、新聞の取材・報道もあり、労

働者の要求を社会にアピールする事ができました。

５）運動の継承を早急に

晴天下での開催となりましたが、昨年を下回る参加者数となりました。参加の顔ぶ

れを見ても、参加者の固定化、高齢化が進んでいます。メーデーに限らず運動を継承

していく必要があり、現役労働者が運動に関われるように、執行部に若者を登用する

など、意識的に働きかけていく必要があります。

２．労働法制改悪反対、労働時間短縮、働くもののいのちと権利をまもるとりくみ

（１）労働法制改悪反対のとりくみ

経済界の要請に応えるかのように、厚労省の「労働基準関係法制研究会」が労働時間

規制の緩和にも踏み込んだ報告書をまとめました。愛労連は全労連の呼びかけに応え、

「STOP!労働基準法無効化」の反対署名にとりくむとともに、愛知労働法制改悪反対実

行委員会に参加してきました。労働者の実態を正しく把握しないまま、財界の思惑通り

に実行させるわけにはいきません。引き続き、労働基準法の解体・規制緩和ではなく、

規制強化、厳格な遵守を求め、長時間労働の根絶、１日７時間労働の実現、だれもが働

き続きられる社会をめざした運動を続けます。

（２）健康センターのとりくみ

愛知健康センターの理事会に佐賀事務局次長を送り、労働者のいのちと健康を守る運

動にとりくみました。とりわけ、驚くべき勢いで増え続ける地方公務員の精神疾患によ

る長期療養者は、２０２４年１１月、福岡県大牟田市で開催された「九州セミナー」の

パネルディスカッションで 「コロナ対応に従事した自治体労働者の働かされ方と健康、

被害について」の報告を行いました。あわせて 「安衛法さえも蔑ろにされている「非、

正規公務員 」と題する論文を寄稿しました。春闘期には、６月からの「熱中症対策の」

強化」を義務付ける安全衛生規則の改正に関わり、労働組合としてその徹底を促す方針

を提起しました 「過労死」がなくならない現状を重く受け止め、１１月の「過労死等。
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防止啓発月間」に向けたとりくみの検討も進めました。

（３）愛労連が支援する争議組合・争議団のとりくみ

１）全国一般日本アクリル争議

ダウ・ケミカルによる一方的な工場閉鎖にともなう不当解雇による地位確認を求め

た裁判は、２０２４年３月７日に最高裁が上告棄却・不受理とし、残念ながら裁判闘

争は終結しました。しかし、争議団はこの判断を不服とし、引き続き都労委でのたた

かいとともに 「ＯＥＣＤ責任ある企業行動に関する多国籍企業行動指針」にもとづ、

、 （ ）く企業責任を問い 日本の各国連絡窓口である日本ＮＣＰ National Contact Point

に問題提起を行ってきました。

都労委では、２０２５年２月６日に審問が行われ、７月１８日には結審する見通し

です。半年程度で命令が出されることが想定されるので、労働委員会への働きかけを

強めます。日本ＮＣＰはあっせんを提示しましたが、会社は拒否しており、今後の展

開について問い合わせしていくこととしています。

２）ＪＭＩＴＵオハラ樹脂争議

損害賠償をもとめる裁判２件（原告・被告１件ずつ）と労働委員会での不当労働行

為救済申立１件、計３件の争議が争われてきました。裁判は２件ともオンラインでの

審議が進められ、愛知県労働委員会では大きな進展がありました。３年以上にもおよ

ぶ調査が終わりこの夏、３回に亘り審問がおこなわれることになりました。愛労連と

して、傍聴を広く呼びかけ支援します。

３）医労連サニーライフ豊橋争議

纐纈委員長の６５歳以降の雇用継続を拒否したことは組合弱体化を狙った不当労働

、 。行為だとして闘った裁判は ２０２４年３月の名古屋地裁豊橋支部で不当判決でした

２０２４年４月に控訴して以降、名古屋高裁へ審理の場を移し、２０２４年７月から

２０２５年２月まで審理と和解協議が続けられ、２月１２日の第３回和解協議では川

島コーポレーションに対して 「サニーライフ豊橋労働組合との適切な労使関係を構、

築するよう努める」という一文を盛り込む、和解協議が実現できました。２０２２年

２月の提訴から丸３年かかった裁判は、勝利的な和解となりました。

４月２６日には地元の豊橋で支援者とともに裁判報告会が行われ３１名が参加しま

した。労働組合が誕生し５年余、増員や残業代支給など前進につなげています。纐纈

さんの職場復帰は叶いませんでしたが、サニーライフ豊橋労組は医労連・東三河労連

に結集し、介護職場の改善に努めます。

４）東海圏非常勤講師労組鈴鹿大学争議

鈴鹿市大学の非常勤講師が、無期転換したあと合理的な理由を示されないまま契約

を打ち切られたのは不当だとして、大学を運営する学校法人に対し、地位の確認など

を求めていた裁判で、２０２４年１２月１２日、津地方裁判所は「雇用を維持する努

」 、 。力を尽くしたとは認められない として 原告の訴えを認める判決を言い渡しました
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被告はこれを不服として名古屋高裁に控訴していましたが、高裁判決前に和解に応じ

勝利和解で終結しました。

５）大王パッケージセクハラ・パワハラ争議

大王製紙株式会社の子会社である大王パッケージ株式会社の愛知工場に勤務する化

学一般労働組合連合東海大王製紙パッケージ支部の女性職員が、男性上司２名からの

ハラスメントや、会社の使用者責任及び就労環境配慮義務違反などについて、上司ら

及び会社に対して損害賠償を求めた裁判で、２０２５年２月１４日に名古屋地方裁判

所豊橋支部（高橋優太裁判官）において、１名の上司との一部和解が成立。和解内容

は、１名の男性上司が、原告女性に対して、ハラスメント行為をしたことを認め、こ

れを真摯に謝罪するとともに、原告女性に対し、解決金を支払うというものです。一

方、原告女性は、もう１名の男性上司及び会社との和解協議を進めてきましたが、和

解成立には至らず、６月５日の裁判には裁判傍聴席に入りきらないほどの支援者が集

まり、裁判前には、豊橋駅前にてチラシを配布し宣伝をおこないました。今後も裁判

官に意識させるためにも、多くの傍聴を依頼されています。５．２８全労連・東京地

表争議支援総行動にエントリーし、大王パッケージ株式会社本社前にて抗議行動をし

ました。引き続き傍聴やオンライン署名など支援を続けます。

６）医労連・国共病組名城・看護師パワハラ争議

、 、国家公務員共済組合連合会・名城病院の看護師が パワハラで休職に追い込まれ

退職を余儀なくされたとして２０２３年１１月１日に名城病院と上司の看護師長を

名古屋地裁に提訴し争っています。支援する会が結成され、傍聴への支援が行われ

ています。証人尋問の日程は１０月２日１３時１５分から関係者５名の尋問。１０

月３日１０時からは終日、原告と被告の尋問の予定です。名古屋地裁１１０３法定

です。裁判をはじめて１年数ヶ月が経過し、裁判では病院側は無関係のことを主張

しかく乱させ原告を苦しめています。安全安心の医療を実現するため、ハラスメン

トのない職場の実現へ早期解決をめざします。

７）春教労団交参加拒否違憲訴訟

教員には給特法により時間外手当が支給されません。春日井市立坂下小学校におい

て、教職員の超過労働が適切に管理されなかったとし、春教労は校長に地方公務員法

５５条１項に基づいて、勤務時間の「割り振り変更」を適切に行って長時間労働の縮

減を求める団体交渉を申し入れました。しかし、校長は上部団体である愛教労の役員

が出席することを拒否し続けたことから提訴しました。

裁判は、名古屋地裁に続き名古屋高裁でも２０２５年２月１３日に交渉拒否の主張

を追認する不当判決が出され、最高裁へ上告しています。

８）ＪＡＬ不当解雇争議

①．JAL不当解雇争議支援愛知の会では、２０１２年３月に発足以来、事務局会議を定

期的に開催するとともに、毎月の宣伝行動、３の倍数月を基本に宣伝・学習活動を行

-11-



ってきました。

２０１５年２月、最高裁は１６５名の大量解雇事件について、上告棄却という世界

の常識に反する判決を出し、裁判上での決着の道は閉ざされました。しかし、解雇が

行われた際の手続きに関しては「不当労働行為があった」と、最高裁は２０１６年９

月に断罪しました。国会では、担当大臣が「解雇問題は労使で解決すべきだ」と答弁

し、ILOはこれまでに４度の勧告を出しており、日本航空は原告団との話し合いの場

を求められています。

２０１８年１月、当時の植木社長（現会長）は３労組（CCU・JFU・JHU）との経

営協議会の席上「私の代で争議の解決を図りたい」と表明し、４月には新たに社長に

就任した赤坂新社長も植木前社長に引き続き３労組との経営協議会の席上で「争議の

早期解決に向け努力していきたい」との発言を行い、争議解決へのレールが引かれた

かのように見えました。

しかし、ＪＡＬはＬＣＣ子会社（ZIPAIR）を設立する計画の中で 「ＬＣＣの人員、

募集に際し、解雇者や早期退職者にも門戸を閉ざさない」としたものの、企業内での

協議でも、LCCへの採用でも、門戸は閉ざされたままでした。９年にわたる争議とな

っても解決の糸口は見つからず、２０１８年５月以降控えてきた宣伝行動は２０１９

年２月から再開することになりました。

２０２１年夏に開催された２０２０東京オリ・パラで、ＪＡＬはその公式スポンサー

となっていたこともあり、国際労働基準の遵守が求められることから、東京オリ・パ

ラ組織委員会に対し、公式スポンサーとしての倫理規定を守るようにとの要請行動も

進め、２０年２月には組織委員会との協議がされましたが、コロナ禍の影響で様々な

行動や宣伝行動を自粛せざるをえなくなり、協議も再開できませんでした。

２０２１年４月、原告団のうち６５歳以上となった山口団長ら３名が「非解雇者労

働組合 （JHU）を立ち上げ、JAL等に対し直接交渉を持ち掛けています。また、企」

業内組合との交渉で実現させた「再就職」のとりくみの結果、一部の解雇者（７名）

はJALへの再入社を実現させており、争議に変化が起きました。

２０２２年６月下旬、JALは企業内の２組合（CCU・JFU）に対し、業務委託契約

の話を持ち掛け、CCU及びJFUはそれを受け入れることで解雇問題の終結を宣言しま

した。しかし、JHUに対し、JALは正式に同様の話をせず、２組合との分断（＝不当

労働行為）が新たに行われました。また、この業務委託契約問題は、必ずしも争議の

解決を前提とされていなかったことから、CCUやJFUから脱退者が続出し、その多く

がJHUへ加入し、争議を継続しています。現在JHU加盟組合員は３２名ですが、他に

も争議継続している闘争団もおり、全面解決に向けた運動を展開しています。具体的

には、東京都労委に対し、国土交通省とJALを相手取り、それぞれ「不当労働行為救

済申し立て」し、労働委員会の闘いを継続しています。また、この争議をめぐって、

党派を超えた３２名の国会議員団（石破首相も名を連ねる）が２０２３年１２月に東

京都労委に要請書も手渡しています。JAL愛知の会は、業務委託問題と解雇争議の関

連性を丁寧に議論し、全労連の「解雇者が納得できる解決ができるまで支援」すると

の方針を受け止め、争議の全面解決に向けた支援行動を継続していくことを確認して

きました。
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２０２５年５月６日、東京で「全国JAL争議支援者交流集会」が開催され、そこで

の議論の結果 「JAL争議支援全国ネットワーク」を結成することになり、今後は全、

、 。国ネットワークとして 全国の支援者団体が連携して運動していくようになりました

そして、６月３日には、全国ネットワークとして、初めて日本航空に対して、争議解

決に向けた要請書を提出しています。

また、５月２５日には、茨城県で全国初となる県市町議員３２名が結集し、超党派

の「議員連絡会」が発足し、政治の場からJAL争議の解決促進をめざしていくことに

なりました。

②．２０２４年度、愛知の会では下記の行動にとりくんできました。

・事務局会議：９/２４、１１/１３、２５．１/１６、３/１０、５/１６、７/１７

・小牧平和集会で出店と訴え（１０/１３）

・JAL本社前年末決起集会（１２/２０＝JAL愛知の会より１名参加）

． （ ）、 （ ）、 （ ）、・街頭宣伝行動：２４ ７/２４ 名駅前 ８/２２ 名駅前 ９/２６ 栄・三越前

１０/３１（名駅前 、１１/２８（名駅前 、１２/２６（栄・三越前 、１/２１（名駅） ） ）

前 、２/２７（名駅前 、３/２７（栄・三越前 、４/２５（名駅前 、５/２２（名駅） ） ） ）

前 、６/２６（栄 、７/２４（名駅前）） ）

（４）愛労委の再生と民主化をめざすとりくみ

今年度は、具体的なとりくみは実施できていません。２０２５年１１月末で第４７

期は任期末を迎えます。新委員の任命に向けてとりくみを急ぐ必要があります。

（５）労働審判員の推薦

２０２４年４月から若井副議長を送り出しています。２０２６年３月末までが任期

となりますが、引き続き推薦することにしています。

３．公務･公共体制と社会保障の充実、生活圏での公共を再生するとりくみ

（１）自治体キャラバンのとりくみ

１）２０２４年秋の自治体キャラバン

①．各市町村に対して医療・福祉・介護など社会保障の拡充と国や愛知県に意見書の提

出を求めて２０２４年で４５回を迎えました。要請団の参加者も延べ８００人（年金

者組合、医労連、福保労、自治労連、生協労連、愛教労、地域組織＜東三河・西三河

・尾東・尾中・知多＞）にのぼり、自治体側も８６１人の出席があり、副首長、部長

級などが対応しています。

②．今年度の主な前進点として、補聴器助成や生活保護申請時の扶養照会なども一歩前

進が見られました。継続したとりくみで住民のための社会保障施策の前進に大きな役

割を果たしています。

愛労連は、１コースの責任団体を受け持ちました。引き続き、実行委員会での役割を

担いながら、さらなる社会保障の充実のため全地域組織の参加をめざすことが求めら

れています。
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２）２０２５年春の自治体キャラバン

①．県内すべての自治体との懇談を行う春の自治体キャラバンにとりくんでいます。す

でに県内２１市町村では、非正規公務員の比率が過半数を超えるなど、住民のいのち

とくらしを支える「公共」の体制は脆弱さをましています。地方公務員のなり手不足

も深刻さを増しており、人材の確保や育成などでは、自治体当局との一致点もみられ

ました。アンケートの精度も高まり、自治体関係者やマスメディアから関心が寄せら

れる変化もみられます。

②．今後は、貴重なデータの有効活用など自治体ではたらくすべての労働者の権利と労

働条件、地域住民のくらしの向上に活かしていくシステムの構築が急がれます。

（２）消費税減税・インボイス廃止、民主的な税制をめざすとりくみ

定例となっている「県議会」への要請、春には国会要請行動にも参加しました。愛

「 」 、知県の地方議会ではひろがりを欠く インボイス制度 中止を求めるとりくみですが

全国的には埼玉県議会と佐賀県議会で意見書が採択されるなど、大きな変化をつくり

出しています。また 「消費税減税を求めるとりくみ」でも、ほとんどの野党が選挙、

公約に「何らかの消費税減税」を盛り込むなど、これまでのとりくみの成果が見え始

めています。一気に逆進性が高い不公平税制を廃止させるチャンスがめぐってきてい

ます。時機を捉えた議会への有効な働きかけなどにとりくむことが求められます。

（３）社会保障を充実し、いのちとくらしを守るとりくみ

社会保障の拡充にむけて、愛知社保協に結集し、さまざまな運動を進めてきました。

１ 「軍事費の拡大ではなく社会保障の拡充を求める請願署名」）

①．２０２３年２月からとりくまれ、２０２５年６月２日に衆議院第２議員会館で署名

提出集会が開催され 「社会保障切り捨ての『全世代型社会保障改革』の現在地と課、

」 、 。 ，題 について寺尾正之氏の講演 各分野の実態報告等が行われました 推計で２１５

２１１筆の署名を提出し３年間の活動を締めくくりました。署名の紹介議員は衆議院

議員２５名、参議院議員２３名、併せて４８名になりました。

②．愛知社保協では、最終提出にむけて街頭での署名宣伝行動を下記のとおり配置し、

国保、介護、「軍事費の拡大ではなく社会保障の拡充を求める請願署名」だけでなく

健康保険証などさまざまな署名もとりくみました。

３月２１日覚王山日泰寺、４月１８日東別院、５月１日愛知県中央メーデー、５月

３日名古屋市公会堂前、５月１０日ドクター・介護・ナースウェーブ、５月１６日笠

寺観音

２ 「介護保険制度の改善、介護従事者の処遇改善を求める請願署名」）

①．今年度から新たな署名「介護保険制度の改善、介護従事者の処遇改善を求める請願

署名」が始まりとりくまれてきました。愛知社保協では１７，７１５筆を集約しまし

た。全国では累計３４１，３０１筆を集約し、紹介議員は１０９人（共産１９、立憲

７０、社民３、れいわ７、国民６、沖縄２、無所属２）になりました。
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２月１２日には第１次提出行動、５月２７日には「５・２７介護保険制度の抜本改

善・介護従事者の処遇改善を求める署名提出集会」が開催されました。参加は現地１

４０人、Web８０人となり国会議員８人（共産３、立憲５）から挨拶をうけ、１０

人（共産３、立憲６、れいわ１）からメッセージが寄せられました。

②．訪問介護の基本報酬引き下げ撤回等を求める意見書採択運動（２０２４年４月～）

にもとりくみました。４月２８日現在、３７都道府県２９１市区町村議会で陳情・請

願採択され、国への意見書は、２８９本採択され、都道府県では１６道県議会で意見

書があがりました。

愛知県議会で「介護事業者の安定的な運営確保についての意見書」が採択されたほ

か、県内自治体でも意見書採択が広がっています。名古屋市議会は、２０２４年１０

月に「訪問介護の介護報酬の改善に向けた意見書」を採択しています。そのほか、介

護保険制度の改善を求める意見書は、名古屋市、豊田市、東海市、知多市、飛島村で

これまでに採択されています。介護従事者の労働環境の改善を求める意見書は、名古

屋市、扶桑町、東海市、知多市、扶桑町となっており、意見書採択が広がりを見せて

います。

３）公立・公的病院の再編・統合を許さない

政府はコロナ禍でその脆弱さが明らかになったにもかかわらず、再編・統廃合計画

を撤回していません。公立・公的病院の再編・統合許さず地域医療の拡充を求め、公

（ ） 、立・公的病院等再編・統合阻止愛知共同行動 略称：４２４愛知共同行動 に参加し

県民のための医療を守る行動を積極的にとりくみました。２０２４年１０月には愛知

県との懇談をおこないました。

全国的に病床の削減が進められている中、自民・公明・維新の３党合意により、１

１万床もの新たな病床削減がおこなわれようとしています。引き続き地域医療を守る

ため４２４共同行動に結集し、事態を注視するとともに必要なとりくみを検討してい

く必要があります。

４）国民健康保険料の引き下げを求める運動

２０２４年度多くの自治体で国民健康保険の保険料が引き上げられました。名古屋

市では、２０２４年度の１人あたりの平均年間国民健康保険料は、前年比７，４９２

円増え、４人世帯（夫婦と小学生２人、所得２７６万円、介護なしで試算）で年間４

２万円もの保険料となり、協会けんぽの約２倍になります。国民健康保険に加入して

、 。いる人の約８割は無職と非正規雇用の人たちで 高い保険料が生活を圧迫しています

国保料引き上げにつながる保険料水準統一化に反対し、国庫負担の引き上げを求め

ました。

①．現在の国保についての問題を「国保パンフ」などでの学習で理解し、運動の推進を

呼びかけました。

②．例年とりくんでいる名古屋の国保と介護保険の改善を求める請願署名に加え 「国、

保料の引き下げを求める愛知の会」を発足させ、県知事宛の署名についてもとりくみ

ました。名古屋市への請願署名は５，１６４筆、愛知県知事宛て署名はオンライン合
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わせて９，８３５筆（紙８，０２６筆、オンライン１，８０９筆：６月３日現在）集

約しています。

５）保険証廃止STOP、従来の保険証存続をもとめるとりくみ

全国で保険証存続の１点共闘が広がるなか、従来の保険証廃止撤回に追い込むため、

医療団体、労働組合や市民団体が共同し、国民の受療権を守るたたかいを推進しまし

た。愛知県内では「マイナ保険証一本化反対愛知実行委員会」が発足し、愛労連も結

集し、運動を進めました。

全国的に運動が盛り上がった結果、マイナ保険証の普及は進まず、全体で３割程度の

保有に留まり、政府広報でも「資格確認証でも医療が受けられる」と紹介されるなど

マイナ保険証一本化に待ったをかけています。あいち実行委員会では下記のように運

動を進めてきました。

①．請願署名「現行の健康保険証を残してください」にとりくみました。

②．学習や宣伝の「三つ折りチラシ」や「１分間動画」等拡散しました。保団連作成の

「保険証使います」シールやポケットティシュ等も活用しました。

③．全日本民医連や保険医協会がマイナ保険証のトラブルなど実態について、記者会見

などもおこない周知してきました。

④愛知県の全市町村に意見書採択の要請や７月末の国保保険証の有効期限切れへの対応

として、自治体へ一斉交付を要望する要請書を送付しました。

６）誰もが安心して高齢期を過ごせるような年金の実現をもとめるとりくみ

①．年金引き下げ違憲訴訟の愛知事案は２０２４年６月７日に上告棄却の決定が出され

全国的に不当判決が確定していく中で、残る北海道事案と神奈川事案集結しました。

の勝訴にむけて公正判決をもとめる要請署名や裁判募金にとりくんできました。

７月１日に北海道事案の不当判決がだされました。７月１０日には神奈川事案が高裁

差し戻しとなりました。しかし内容の問題ではなく、高裁での手続きの不備を理由と

する差し戻しでしたが引き続き、経過を注視します。

②．年金者組合が中心となり、年金一揆や年金支給日の宣伝行動にとりくみ、誰もが高

齢期を安心して暮らすための年金引き上げの必要制を社会に訴えてきました。また、

ジェンダー差別である「女性の低年金問題」の解決にむけて、８年ぶりに開催された

国連の女性差別撤廃委員会日本報告審議へ日本代表団の一人として年金者組合愛知県

本部からも参加しました。

③．５年に１度の年金改定にむけて２０２４年 「誰もが安心できる年金制度への秋から

改善を求める署名 （新年金署名）にとりくんできました。」

７）生活保護政策の拡充を求めるとりくみ

「いのちのとりで裁判」への支援など、長きにわたるとりくみにより、憲法２５条

にもとづく生活保護行政が、時の政権（国）によって歪められたことを明らかにする

成果を実感する１年となりました。名古屋高裁の逆転勝訴判決に続き、６月２７日に

は最高裁が原告である国に対し 「 当時の）厚生労働大臣の判断に誤りがあり、違法、（
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だった」として処分を取り消す判決を下し、さまざまな困難のなかで立ち上がりたた

かい続けてきた原告のみなさんが歴史的に意義のある判決を勝ちとるに至りました。

判決にあたり、裁判長をつとめた宇賀克也裁判官が、個別意見として 「違法に引き、

下げ幅を拡大し、最低限度の生活ができない状態を９年以上にわたり強いてきたとす

れば、賠償は支払われるべきだ」とだとする反対意見を述べるなど、この問題が、国

が国民の権利である憲法２５条を侵害した悪質な事例である事も浮き彫りにしまし

た。今後は、国による原告らへの謝罪はもちろん、影響を受けた生活保護利用者らに

対する賠償が必須となります。引き続き、関係団体と協力しながらとりくみをすすめ

ます。

８）第２６回あいち社会保障学校

３月２日に労働会館東館ホールで開催され、参加者は会場とリモート合わせて約１

００人。記念講演は、石川康宏氏（神戸女学院大学名誉教授）が講演 「人の命を守。

る国づくり」と題して、総選挙の結果からの政治情勢、平和や社会保障拡充にむけた

運動についてなどの話がされました。

その他、２０２４秋の自治体キャラバンのまとめ報告や各分野からの発言としてマ

イナ保険証、国保、知っトクパンフ、介護、生保裁判、保育について発言がされまし

た。

４．政府の改憲策動を止め、平和で憲法がいかされる社会をつくるとりくみ

（１）憲法改悪を許さず大軍拡を阻止するたたかい

１）憲法改悪反対愛知共同センター

２０２５年度、定例の宣伝行動にとりくむことだけで精一杯となり、一度も事務局

団体会議を開催できませんでした。憲法や平和に係わるさまざまなとりくみがあり、

対応するのに四苦八苦している実態があります。戦後８０年を迎える今年、平和と憲

法をまもる気運を高めるとりくみは労働組合にとって欠かせません。共同センターに

、 、参加している団体との調整をはかり ２０２６年度に相応しいとりくみができるよう

体制の再構築をめざして働きかけを行います。

２）憲法をくらしと政治にいかす 改憲NO！あいち総がかり行動

２０１５年９月１９日に安保法制が強行採決されてまもなく１０年を迎えます。あ

いち総がかり行動では、毎月１９日を基本に集会とデモや宣伝行動、学習会などに継

続的にとりくんできました。県内各地域での宣伝や集会も呼びかけ、東三河をはじめ

いくつかの地域で毎月の行動が維持されています。毎月の行動は、負担は大きくとも

時々の情勢や戦争する国づくりにつながる法案の問題点、軍事費増額を聖域とする国

家財政のもとで、社会保障、教育、食と農業対策など、国民のいのちや暮らしが後回

しにされていることを学びつつアピールしてきました。

未曾有のコロナ禍、歴史的な物価高騰、米トランプ政権による身勝手・横暴な外交

による経済と国民生活の悪化に、憲法改悪や戦争準備に対して関心が寄せられにくく

なっており、組織内外ともに学習や宣伝を通じて構造を可視化していく必要がありま
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す。

しかし、安倍政権以来、歴代政権は任期中の改憲を策動してきましたが、これを許

さないたたかいを作り出してきたことに確信しつつ、今後の運動を構築していく必要

があります。

３）憲法と平和を守る愛知の会

月に一回の会議で各団体のとりくみ報告や政治討議などを行い、横の繋がりを重

視してきました。また、毎週土曜日１１時から約１時間、栄で行う憲法と平和宣伝

は、担当団体を決め継続してきました（愛労連は第２週 。多くの買い物客が通る場）

所での宣伝は、毎回署名が集まり、スピーカーの声が響き、憲法への関心など効果

が期待されます。

４）安保破棄諸要求貫徹愛知県実行委員会

月に１回の会議を行い平和に関する情報共有をしてきました。医労連、国公も参

加しています。情勢に合わせた学習会も行いました。８月には沖縄平和ツアーは人

気が高く毎回定員いっぱいになっています （２０２５年は実施しません 。。 ）

５）２０２５年日本平和大会in愛知の準備

日本平和大会が１０月２５日～２６日（オプショナル企画は２４日）まで愛知で

行われます。愛知第一回実行委員会が２０２４年６月２５日に発足しました。

第８回実行委員会が５月２６日に開催され、あと５カ月間の具体的動きを確認し

。 「 」 「 」ました 大会初日の２５日に 学びと交流のつどい が行われ､愛労連は 環境問題

（年金者組合・平和委員会）を担当します。今後要員も含めた議論を行います。当

日は愛労連の各単産・地域から多くの組合員参加をめざします。

（２）被爆８０年、核兵器廃絶、核兵器禁止条約の批准をめざすとりくみ

１）核兵器禁止条約の批准めざすとりくみ

日本被団協のノーベル平和賞受賞への支持と共感は世界中にひろがり、核兵器禁止

条約（ＴＰＮＷ）への参加を求める運動に勢いを与えています。日本国内でも、条約

（ ）の署名・批准を求める決議をあげた自治体は全国で７１７自治体 １７８８自治体中

となっており、多くの自治体が被爆者の訪問を歓迎し政治家や首長が対応するなど、

かつてなく広範な人々に運動が広がっています。被爆８０年の節目の年の今こそ、さ

らに運動を強め若い世代に引き継ぐことが必要です。県内の署名到達は５月１０日現

在１３万６６１６筆で、３５万筆の目標をめざして引き続きとりくみをすすめます。

２）原水爆禁止２０２４年世界大会

原水爆禁止２０２４年世界大会・広島＆長崎（８月４日～８月９日）に愛知から現

地参加広島１２１人（３３団体・１１地域 ・長崎６人、国際会議５人のべ１３２人）

が参加しました。
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３）被災７１周年３．１ビキニデー

被災７１周年３．１ビキニデーには愛知から延べ１４３人、オンライン１１１人が

参加しました。

４）被爆８０年・２０２５年原水爆禁止あいち平和行進

２０２５年５月３１日静岡・湖西市で引き継ぎ、６月１１日岐阜・各務原市まで１

２日間とりくみました。愛知の三浦コト子さん（新婦人尾張旭支部・愛知県平和委員

会）が、全国通し行進者（北海道・東京（日本海コース ）となり、県内通し行進者）

。 、は１５人が参加しました 愛知県内５４市町村すべての自治体で平和行進にとりくみ

５６コース（昨年４７）で実施、今年も原爆の火を掲げ、延べ５７７３人（昨年５７

０５人）が参加しました。ペナント普及数は１０００本、募金７０万６２９２円、核

兵器禁止条約署名４８６筆、折り鶴約２５万羽、自治体協力金４６５００円、自治体

、 。 、へのペナント普及１５本 世界大会への賛同は３１人でした 高校生の行進参加など

若い世代の自主的な参加も多数あり、被爆８０年・２０２５原水爆禁止世界大会をめ

ざす一大草の根運動として成功させました。

５ 「戦後・被爆８０年 あいち平和のつどい」開催に向けたとりくみ）

戦後・被爆８０年の節目のとりくみ平和へのとりくみの結集として、原爆犠牲者を

追悼する記念式典を軸にしながら、広く県民の中に「核も戦争もない平和な世界」の

重要性を発信する「つどい」を９月２７日（土）に名古屋市公会堂で開催します。実

行委員会に参加し、参加を広く呼びかけています。

（３）国民的諸課題での共同

１）地震列島に原発いらない、脱原発をめざすとりくみ

福島第一原発事故以来、毎年続けている「原発ゼロNAGOYA ACTION」の集会と

デモに、実行委員会段階から参加してきました。２０２５年は３月８日に矢場公園で

開催され、約１５０人が参加しました。集会では原発ゼロや環境問題にとりくむ市民

団体、福島原発事故被害や４０年原発廃炉をたたかう原告団など、１１団体が政府や

電力事業者の姿勢を批判、政党からは立憲・共産・社民・れいわ・みどりの各党が連

帯のあいさつを行いました。終了後、大須を回るデモ行進を行いました。

２）ＳＴＯＰ気候危機、クール・クライメートあいちのとりくみ

個人と団体で構成する気候危機に立ち向かう組織です。２０２４年１０月２４日に

１０代から２０代の若者たちが主な火力発電事業者に対し、二酸化炭素の排出量削減

を求めた若者気候訴訟が名古屋地方裁判所で始まり、裁判支援にとりくんでいます。

気候訴訟問題をひろく知ってもらうために、これまでに学習会を４回開催してきまし

た。準備段階ですが、低エネルギーで涼しく学べる環境を子どもたちに保障するため

に、学校断熱化をすすめるためのワークショップ開催も準備しています。

今夏もすでに猛烈な暑さとなっており、ＣＯ２排出削減は待ったなしの課題となっ

ています。
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愛知県中央メーデーに原告の宮澤カトリンさんに参加してもらったこともあり、徐

々に労働組合の中でも認知されるようになってきており、裁判傍聴や学習会への参加

などを広げていくことが必要です。

３）日本の農業と食料を守るとりくみ

政府の農業政策の誤りが、食糧自給率の低下とコメの価格高騰という結果を招い

ています。しかし、愛労連としてのとりくみをすすめられてはいません。トランプ関

税に伴う農業全般への影響や学校給食の無償化の実現を見据え、職場と地域でのとり

くみが求められています。

４）国際人権愛知活動センター

芸能人による「性被害」事件などが社会問題化し、ビジネスと人権に注目が集まる

一年となりました。国際人権愛知活動センターでは、ジェンダー論や奨学金返還問題

など、時々の課題に着目した学習会開催にとりくんできました。しかし、残念ながら

単産からの参加者はミニマムな状況が続いています。その改善に向けては、単産と地

域での「人権問題」に関する位置づけが欠かせません。事務局も効果的な周知の手法

を研究し、一層の発信に努めていかなくてはなりません。

５）ＪＲ懇談会

ＪＲ懇談会の最も大きなとりくみは、JR東海や国土交通省に要請と「JR利用者ア

ンケート」のとりくみです。このとりくみのきっかけとなった「JR福知山線脱線事

故」から２０年を迎えるにあたり、今年度、初めて「記者会見」にのぞみました。さ

まざまな政治日程に翻弄され、２０２５年の要請は見送られたままとなっています。

悲惨な事故から２１年となる２０２６年度は、一回り大きな運動を展開して、公共性

の高い鉄道の安心を実現させるとりくみとします。

６）消費者大会

、 （ ） 、 、 、 、１９７０年から続く大会で 消費者 市民 の権利 社会保障の拡充 福祉 税金

環境、仕事と街づくりなど、暮らしを守り、消費者（市民）の権利拡大と実現にむけ

ての学習・交流、アピールの場として役割を担い、情勢に見合った共同行動などを提

起しています。労働組合も一消費者という立場から、とりくみを継続します。第５５

回愛知県消費者大会では、愛知県平和委員会・城下英一さんの愛知県の軍需産業につ

いての講演、樽井直樹弁護士のブラックバイトについての講演、食農健・中嶋久興さ

んの米問題についての講演、マイナンバー、耐震住宅、再生エネ、食品表示など、多

彩な講座が開かれました。愛知県、名古屋市との懇談会も実施。長年の実績により申

し入れに対して文書回答がある貴重な場となっています。今後も活動を継続し要請を

おこなっていくことが大切です。

（４）名古屋市長選挙

①．河村市長が衆議院議員に転身するために市長を辞職したことによって行われた市長
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選挙は、後継に広沢一郎氏を指名、革新市政の会は尾形けい子さんとの政策協定と組

織協定を結び、みんなで創る安心の未来とともに市長選挙をたたかいました。

投票結果は、尾形けい子さんが５万３６２２票（７．３０％）を得票しましたが及

びませんでした。河村前市長の後継者として全面的な支援を受けた広沢一郎氏が３９

万２５１９票（５３．４３％）を獲得し当選しました。

絶対得票率候補者名 投票数 得票率
尾形けい子 ５３,６２ ７ ． ３ ０ ２．８６

２ ％ %
太田敏光 ８,１７８ １ ． １ １ ０．４４

％ %
広沢一郎 ３９２,５ ５ ３ ． ４ ２０．９

１９ ３％ ６%
水谷のぼる １２,４９ １ ． ７ ０ ０．６７

２ ％ %
不破英紀 ２,９７３ ０．４０% ０．１６

%
すずきけーめー ３,４５４ ０．４７% ０．１８

%
大塚耕平 ２６１,４ ３ ５ ． ５ １３．９

２５ ８% ６%
合計 ７３４,６ １００% ３９．２

３３ ４%

②．出口調査では、河村市政の１５年間で名古屋市が「とてもよくなった 「よくなっ」

た」と河村市政を評価する人が８０％を超えていました。新市長に力を入れてほしい

政策の３位に「減税政策の維持」が入るなど 「河村市民税減税」が市民の間に浸透、

している実態があり 「河村市民税減税」によって市民は大損させられているという、

私たちの主張を十分にひろげられませんでした。

． 、 、 。③ 特に若年層で 河村市政を評価する傾向があり どう広げられるか課題があります

④．また、共産党支持層の２３％が広沢氏に投票している実態は、共産党支持層の中で

も、私たちの主張が十分に広がっていなかったといえます。

⑤．逆に「悪くなった 「とても悪くなった」と回答した人は、尾形氏と大塚氏に票が」

分散した傾向があります。

⑥．自民党支持層から支持なし層まで一定の投票を得ているのは、河村市政を評価しな

い層を取り込めたといえるかもしれません。

． 、 。 、⑦ 広沢氏が獲得した得票約３９万票は 有権者の２割にすぎません ８割の有権者は

広沢氏に投票しなかったことになり、有権者のほとんどは、市政に関心がない人も含

めて、広沢氏を支持したとは言えません。

⑧．愛労連としてのとりくみは、急な市長選挙になったこともあり、十分な討議ができ
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ず推薦・支持決定も職場組織にまで広げきることはできませんでした。しかし、団体

・地域代表者会議の後に労働者連絡会の会議を短時間持ち、週末に実施した宣伝行動

や宣伝カー運行などを具体化してきました。

５．組織の強化・拡大のとりくみ

（１）年間５万人との対話を繰り広げ、５０００人拡大を目標に掲げて

１）年間５０００人拡大をめざして５万人との対話

① 「対話と学びあい」を愛労連運動の文化にしようと、組織強化拡大を重点に５万人．

愛労連の建設をめざし、１０人に１人の組合員が仲間増やしに参加し、５万人との対

話で年間５０００人拡大にとりくもうと目標をかかげてとりくんできました。年間拡

大数は３５０８人（昨年比＋２５人）でした。拡大数で昨年を上回る拡大を行った組

合は、生協労連（昨年比＋７人 、年金者組合（昨年＋１４人、福祉保育労昨年比＋）

４人、検数労連昨年比＋１人、自治労連昨年比＋１６人、愛高教昨年比＋１４人、全

印総連＋１人、郵政産業ユニオン＋１人、電機・情報ユニオン＋３人）の９組合でし

た。しかし退職を含む脱退を上回る加入ができていません。

②．昨年比純増組織は、年金者組合（昨年比＋１０７人 、医労連が３年連続過去最高）

現勢（昨年比＋１００人）の２組織でした。

③．新組合結成は３単産４組織でした。医労連は３年ぶりに２０２４年８月にあまこだ

労組（守山区 、２０２４年１０月ハートフルライフ西城労組（西区）を、福祉保育）

労はかけはし分会（尾張旭市 、自治労連知多半島総合医療センター労組（半田市））

を結成しました。

２ 「仲間を増やして要求を実現する」とりくみ）

①．建交労保育パート支部は、５年目公募をストップするために、地域子育て支援セン

ターではたらく仲間、中心になってとりくんだ役員の職場で会計年度任用職員の拡大

を成功させました。対話を行い、支援センターの公募数を８名から２５名へ拡大させ

雇い止めを阻止する力となり、その後７名が組合員となり団結を高めています。しか

し、公募に不合格となり退職を余儀なくされる組合員もおり、組織現勢はマイナスに

なっています。

②．医労連名古屋リハビリテーション事業団労組は名市大への統合反対の運動で多くの

組合員を結集させました。市大化をストップすることはできませんでしたが、名古屋

リハビリテーション事業団労組として存続し、４月の新採用の拡大を成功させ、移行

時の問題での交渉を継続させています。

③．福保労「恵」の解散後、指定先が「イノベルヘルスケア」に譲渡された後も、分会

は組合活動を継承し、豊明市内で他の分会と集まり仲間とつながり、学び交流したい

と学習会を企画し、未組織の事業所訪問を行うなど、１０数人の未加入者が参加し、

。 。次へのつながりをつくっています 労働相談から組合結成にもつながってきています

昨年９月に労働相談から組合結成し、ベア・一時金アップ、年休増を勝ちとりました

が活動が消沈。しかし、新たな組合員が分会を４人で再結成し結成通知を出し、要求

を練り上げ団体交渉を行う予定です。福祉のことを語りあう仲間を職場以外にも広げ

-22-



て、仲間を増やしよりよい福祉制度にしていくための行動と労働者としての自覚を高

め合っています。

④．自治労連自治体病院大府分会は、２４年１月に４人で組合を立ち上げ、７月現在１

１人まで拡大してきました。これまでは相手にされなかった「声」が団体交渉を行い

要求し処遇改善につなげてきています。

⑤．建交労保育パート支部は、１万人組織化プロジェクトチームとともに、地域子育て

支援センターの公募数を８人から２５人に大幅に拡大させました。子育て支援センタ

ーの仲間の集まり、アンケートのとりくみなど対話し仲間を増やしました。政府の骨

太方針では会計年度任用職員常勤化や給与見直しの待遇改善の表明にもつなげてきて

います。

⑥．建交労運輸部会では２つの組合で組合員拡大がすすんでいます。丸一運輸には建交

労の分会以外にも全港湾、企業内組合の３つの組合があり、これまで建交労組合員は

一人でした。未組織もいる中で、職場の中はそれぞれがバラバラでしたが、分会は、

１０年にわたり、産別に結集して春闘、夏季・冬季一時金要求をしてきました。未組

織労働者に分会のとりくみを報告し対話を続けてきました。企業内組合に所属してい

た仲間が、建交労の言っていることは本筋だと集団で加入し分会は二ケタになりまし

た。２５春闘は大きくなった集団の力で議論し、昨年実績プラス１万円を勝ちとりま

した。

名新運輸分会は、組合結成５０年という歴史を持ち組織率１００％の組織でしたが

１０年くらい前から組合員が２人にまで減っていました。職場から組合をなくしたく

ないという声が広がり、７人が一度に加入しました。もともと出勤も退勤もバラバラ

の職場ですが、集まる機会をことあるごとに持って、さまざまなことを話し合い組合

。 、に信頼が寄せられていきました 分会は過去の協定書を整理して働き方をチェックし

就業規則や処遇の改善を求めて組合に団結してとりくみをすすめています。

３ 「退職しても愛労連の組合員に」というよびかけを広げて）

①．医労連では、退職時に地域ケアユニオン（個人加盟）に加入してもらうことをシス

テム化しており、８５０人の組織に拡大しています。

４）秋の組織拡大月間のとりくみ

秋は１２組合３５５人の拡大でした。仲間ふやしと要求前進を目標に、全国一般ナ

トコ支部で愛労連事務局が執行委員会に参加し運動に一緒にとりくむ伴走型支援をす

すめました。春闘アンケートを多くの未加入者からも集約し、労働組合を可視化する

運動にとりくんでいます。仲間をふやすまでには至っていませんが、組織拡大を前に

すすめていく意思統一を行っています。

医労連は毎月拡大のとりくみを提起し、退勤時間調査など「対話」を重視した行動

にとりくんでいます。刈谷豊田総合病院労組は中途採用者への声かけなどで１８２カ

月連続、全医労名古屋では８８カ月連続拡大が行われています。南生協労組は約２０

年間毎月連続拡大を行い一時途切れたものの、執行委員会では毎月の拡大対象者をリ

ストアップして誰が誰に声をかけるのか役員みんなでとりくみをすすめていることが
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教訓です。

５）春の組織拡大月間のとりくみ

春は１５組合２５４７人（７月１７日現在）の拡大がありました。

生協労連コープあいち労組は、医労連の新人拡大のとりくみを学習し、準備をして

説明会を開催、加入書は提出したかをわかりやすくするために、色つきの加入書にし

て、相談連絡先を口頭で伝え気軽に相談できることなどを紹介し１４人全員１００％

の加入につなげました。

３月期に久しぶりに純増になった愛高教は、教員採用試験の合格祝賀会で対話を深

め加入につなげています。組合員の仲間が相談に応じるなど、日頃から対話を通じて

交流してきました 「困った時に助けのある組合は大切ですね」と労働組合の必要性。

を実感し加入につなげています。新年度には 「新しく学校に来た仲間にくまなく対、

」 、「 、 、 」話 を目標に あなたも組合に入って 一緒に問題解決 要求の実現をしませんか

と対話を呼びかけてきました。

自治労連では多くの新入職員の１００％加入がありました。多くの若手先輩組合員

が駆けつけドーナツを配りほっと出来る明るい雰囲気を作り加入につなげています。

豊橋市職労会計年度任用職員の説明会で、先輩会計年度任用職員が勝ちとってきた休

、 、暇制度や試験制度の改善など実績を紹介し 手書きメッセージ付きのお菓子を配布し

事前によく出る質問の答え方など丁寧に準備して挑み、参加者１７人中１５人が加入

しました。

医労連は、新人１００％加入をめざし２月に宿泊の組織拡大会議を行い、新人と先

輩役を演じる実践で加入につなげるトレーニングを行い、１０００人を超える新人加

入を成功させました。

（２）職場活動を基礎にした要求実現のとりくみ

①．建交労保育パート支部では、名古屋市非正規保育士ら１２００人雇い止めの問題に

ついて、保育園ではたらく会計年度任用職員から集めたアンケートをまとめて記者会

見（４回）をおこない、当事者の悲痛な声をマスコミなど広く社会に訴えました。そ

の後も、名古屋市に要求書を提出するなど、当事者たちが声を上げ続けたことで、地

域子育て支援センターの一斉大量解雇を撤回させることができました。

②．福保労では、すべての分会が要求書を提出し団体交渉をおこなうことを目標に運動

を続けることで、要求書の提出数が増加しました。また、SNSを活用し広く社会にア

ピールするために、若い世代に利用者が多いTikTokにチャレンジしました。

③．生協労連では、東海地連２５春闘組合学校で、模擬団交の分科会を開催し、実際の

交渉に役立つと好評でした。

（３）学習教育活動を通じた組織の強化

１）わくわく講座（全労連初級教育制度）

①．２０２４年のわくわく講座は愛知から５人が受講しました。愛知組織強化学習教育

委員会として、開講式、スクーリング、全労連オンライン閉講式への参加を促し、受
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講生の学習・修了をサポートしました。開講式では名古屋市職労副委員長の磯村和佳

子さんから、労働組合活動の苦労や成果など、運動の必要性を学びました。

②．スクーリングは、医労連書記次長の池田幹人さんから、レイバーノーツ大会で学ん

だことなどを聞き、日本の運動でも当事者が声を上げることが大切と学びました。

③．閉講式は、受講者が都合で参加が見込めなかったことから、全労連のオンライン閉

講式を自宅などで視聴することを促しました。受講者の都合があわないなど、労働者

が忙しくなっている中、参加が減少している現状をどのように改善していくかが課題

です。今後も、学習を組織強化拡大のために重要と位置付けることを、各組織へ周知

徹底する必要があります。

２）労働学校・勤通大・学習の友のとりくみ

． （ ） 、 、① 勤労者通信大学 勤通大 は わくわく講座修了後の発展的な学習の場と位置づけ

受講を呼びかけました。２０２４年度は自治労連（豊橋市職労）などから２７人が受

講しました。修了率の高い組織をみると、集団で学習にとりくんでいる組織が多くな

っています。通信学習ではあるものの個人任せにしないことが大切です。

②．愛知学習協の開催する労働学校は今年度中に１２７期が開校しました。保育講座、

資本論講座がとりくまれました。保育講座は毎回の出席率も高く、福保労や自治労連

など保育現場で働く労働者の学びと交流の場として盛り上がり、修了率も高くなりま

した。その一方で大木ゼミは受講者が固定化され、特別講座も目標の受講者数には届

かず、新たな受講者の発掘が必要です。保育講座以外でも労働者が社会の問題を気軽

に学べ、交流できる場が必要です。

３）オンライン労働学校

第２期学びの森～オンライン労働学校～「しっかり学ぼう、労働時間短縮の課題」

～変わる！わたしの生活、変える！忙しすぎる社会～の視聴会を開催しました。全７

講義で、のべ５２人が受講しました。愛高教が集団受講を実施し、なごやかに交流で

きたと好評でした。しかし、労働組合からの参加者が伸び悩み全体的なとりくみとな

らなりませんでした。各単産へのオルグや視聴会の開設などの工夫してみましたが、

結果に結びつきませんでした。労働者が忙しくなっている中、学習への促しをどのよ

うにおこなっていくのかが課題となっています。

（４）共済のとりくみ

１）愛知共済会は働くなかまの助けあいとして強化・拡大できたのか

共済は物価高騰のもと、各種保険料の削減に大いに役立ち、その存在が輝きを増し

ています。

しかし、労働組合加入の大きなメリットである共済も全国的に労働組合員の減少に

ともない減少傾向にあります。愛知共済会では春と秋の拡大キャンペーンなど共済の

拡大にとりくみ、全国的な減少とくらべて緩やかな減少にとどめられています。

２）産別共済はどんなとりくみをしていて、学ぶべきことは何なのか
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きずなは組織的に共済の拡大を位置づけ共済学習会や対話を積極的に実施し 「や、

れば増える」を実践しています。執行委員会の度に共済について学習や加入の働きか

けをおこなっています。そのとりくみは全国的にも注目され、２月の共済拡大全国交

流集会では特別報告もおこないました。

３）今後の課題

共済は組合員の組合脱退防止にもつながります。今後、すべての組合が共済を組織

拡大の重点と位置づけ、組織的にとりくんでいくことが必要です。

愛知共済会では「おうちの安心共済 （旧火災共済）を新たに始まった特約とその」

キャンペーンとともに推進しています。

また、個人共済は職場などの小さな単位での声かけが重要ですが、多くの単産では

担当者の理解不足や多忙化などで十分できているとは言えません。その様な事情もあ

り、愛知共済会では個人でなく単組・支部・分会単位で加入する組織共済も推進して

います。

（５）要求とたたかいの見える化を重視して

１）職場での労働組合の見える化をめざして

①．医労連では、さまざまな職場で退勤時行動にとりくんでいます。労働組合の必要性

を紹介する掲示をしながらチラシを配るなど、見える化に尽力しています。退勤時行

動時に職場の悩みを相談されたことから対話ができ、組合加入につながっています。

②．福保労では、保育園内の保護者も通る場所に掲示場所を設置している分会がありま

す。署名やとりくみなどを掲示し紹介することで、内外に労働組合活動を広くアピー

ルをしています。

③．建交労保育パート支部は、会計年度任用職員雇い止め問題で、複数回記者会見を実

、 。 、施し マスコミを活用し社会に広く訴えました 職場でもアンケートにとりくんだり

チラシを配布するなど運動を盛り上げて、当事者が声を上げ続けることで、一斉大量

解雇を撤回させることができました。

２）職場とともに地域でも労働組合の見える化をめざして

①．検数労連が加盟する全国港湾では、１０％賃上げを求めてのストライキを６年ぶり

に実施し、第４波までにのべ９００人以上が決起しました。また、同時に街頭宣伝も

おこない広く社会へ訴える事で、地域住民からストライキへの激励を受けるなど、労

働組合の見える化につながりました。

②．医労連のストライキでは、病院前での街宣行動により、利用者から激励が寄せられ

たり、労働組合の奮闘が実感できたと未加入者の加入につながるなど、広く社会に訴

える運動を一緒におこなうことでアピールになりました。

③．愛高教では、支部ごとの街頭宣伝をおこない、給特法などを広く世論へ訴えていま

す。教え子が学校帰りに見つけてくれて興味を持ってくれました。

④．多くの組織が、要求実現に向けての記者会見を実施しました。訴えがわかりやすい

バナーを作る、情勢に合致した報道されやすいものにする、当事者に訴えてもらう、
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など報道されやすいように工夫をして、マスメディアを活用して広く社会に訴えるこ

とで、要求の実現とともに労働組合の見える化にも力を入れるようになりました

３）機関紙「愛労連新聞」の発行

職場の労働環境が厳しくなる中、人と人とのつながりが弱くなっているときこそ、

機関紙で労働組合の活動や、情報を発信していくことが大切です。愛労連ホームペー

、 。ジでも閲覧できるようにしており 愛労連を紹介するときなどにも活用されています

４）愛労連ＮＥＷＳの発行

昨年の定期大会以降（４７３号）以降、６０２号までＬＩＮＥとメール発行してき

ました。週に２．４号発行のペースです。愛労連新聞と役割・内容を区

別し、速報性を重視し、写真を中心に文字数を少なくして発行してきま

した。現在「読者」は７６人（ＬＩＮＥ登録数）となっています。

５）ホームページ、ＳＮＳ

①．要求実現をめざしてたたかう労働組合と仲間の姿の見える化を重視してきました。

機関紙やニュースの発行、職場で出勤時や退勤時のなどのアンケートや署名、街頭で

の署名、地域へのビラ配布、記者会見、ＳＮＳを活用した発信など努力してきたこと

が、職場を変え、世論を変え、情勢を動かしています。

②．Ｘ、Instagram、TikTokなど、拡散性の高いＳＮＳを活用すると、利用者の関心を

呼ぶと瞬く間にひろがります。ホームページと違い手軽に始められるツールであり、

単産・地域組織だけでなく、単組・支部・分会でもとりくめます。電車での移動時間

などの隙間時間に私たちの要求や職場・地域の実態、労働組合のとりくみを発信でき

ます。１枚のビラをまくのと同じように、SNS発信することも必要です。

③．フォロワー数は、愛労連は約３０００、愛知県医労連は１１０００を超えるなど反

響は大きくなっています。

④．また、幹事会や各種委員会ごとにグループLINEをつくり情報提供や活動交流をす

すめています。

６）機関誌宣伝学校

①．参加者数の減少に苦慮しており、今回は開催前に実行委員でオルグを実施し成果が

ありました。１７組織２５人の参加があり、参加組織数が昨年比３倍に増えました。

全体講座は「自治体の仲間」編集長の自治労連本部・武田敦さんに「機関紙作りで

私が心がけていること」を聞きました。機関紙の活動を要求実現の運動に組み込むこ

と、だれもが理解できる内容に、平易な言葉遣い、担当者１人でおこなうのではなく

皆に協力してもらうこと、などが話されました。実践講座は①ニュース機関紙づくり

レベルアップ講座、②Ｗｏｒｄでニュースづくり初級講座、③ＳＮＳ活用講座、の三

講座を実施。他の担当者と交流できて悩みが相談できて良かった、と好評でしたが、

労働組合からの参加者数が伸び悩んでおり、今後の検討課題です。

②．組織拡大・強化の視点からも、組合の姿の発信をしていくことの大切さはありなが
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らも 「機関紙」の在り方が紙媒体だけでいいのか、今後の開催方法など、幹事会な、

どでの踏み込んだ議論が必要です。今後の機関紙宣伝学校の持ち方は再度議論しなが

らも、組合の姿を見せるとりくみを考えます。

６．補助機関などのとりくみ

（１）青年協議会のとりくみ

． （ ）① ２０２４年１１月１０日に開催された第３５回定期総会では役員が１単産 医労連

からの２人に激減し存続の危機がさらに強まりました。正式な役員ではないもののオ

ブザーバーとして自治労連、建交労の２単産からの青年を交えて、毎月の幹事会をお

こなっています。

この危機的状況は、愛労連に結集する各単産の青年組織ひいては組織全体の弱体化

の表れであり、早急な愛労連全体での対策が必要です。

②．青年協の拡大・強化につなげるため交流・学習のとりくみをおこなってきました。

２０２４年７月には「スポッチャ交流会 、２０２５年４月には自分たちの賃金につ」

いて学び考える「春の学習交流会 、５月には毎年の恒例行事「新歓☆地引き網ツア」

ー （天候不良により中止）をおこなってきましたが、青年協からの呼びかけが弱か」

ったことや、各単産・地域から各組織の青年にしっかり情報が伝わっていないことな

どの課題から参加者は十分なものとはなっていません。

そうした厳しい状況を打開するため、まずは自分たちのことやとりくみを知っても

らおうとニュースの発行を協議し、発行できました。今後は情報発信にも力を入れ、

青年協の拡大・強化につなげます。

③．東海北陸ブロック青年交流会「サマーセミナー」のとりくみから青年活動の活性化

につなげようととりくみを進めてきました。２０２４年９月の第３１回サマーセミナ

ーinみえでは、あいち実行委員会でのとりくみを進めることができず、サマセミへの

参加人数も青年協への還元もうまくいきませんでした。２０２５年は９月に静岡県富

士市で開催されます。成功にむけて各単産への呼びかけを強めます。

④．２０２４年１１月には名古屋市長選挙がおこなわれました。青年協は県内の労働組

合や民主団体で構成される「青年連絡会」に結集し、青年の要求実現や青年層の政治

への関心喚起を目的に運動を進めました。１１月１０日には青年協総会の後に、要求

交流会を開催し市長選の運動をスタートさせました。市長選の選挙期間を通して、革

新市政の会からの過度な期待を一方的にかけられながら宣伝行動で青年の要求訴えや

市民との対話を進めました。

（２）女性協議会のとりくみ

①．幹事会をリモートの活用や、とりくみの後に一緒におこなうなど負担を減らすよう

に工夫をして開催。総会、新春のつどいなど、学習・交流や労働局への要請行動など

すべての仲間のためになる活動を続けました。

②．国際女性デーは多くの仲間が参加しやすいように、昼は街宣、夜は名古屋ウイメン

ズマーチへの連帯や、中央集会視聴への促しなど、多様な種類のとりくみを紹介しま

した。母親大会では実行委員会に参加、女性の貧困やＤＶについての分科会を担当す
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るなど開催に尽力し、様々な団体と共同して広範な活動をすすめました。

③．東海北陸ブロックの女性交流集会in三重では、愛知から幹事が参加、学習会ととも

に組織拡大の成功体験や、組織拡大に向けて非正規の組織化強化が必要、など闊達に

意見を出し合い交流することで、今後の活動への力となりました。

④．女性協幹事の結束は更に強まりましたが、労働組合全体での女性の参加の難しさは

改善されていません。まずは日頃のおしゃべりなど、小さなところから交流を深め、

悩みを出し合い、助け合い、成功体験を積み重ね、労働組合活動に興味を持ってもら

う事が大切です。日々情報共有をおこない、組織拡大・強化に繋げます。

⑤．はたらく女性の中央in愛知、開催に向けての実行委員会に、女性協幹事も参加して

開催に向けて奮闘しています。

（３）民間部会のとりくみ

役員の高齢化があり、今年度具体的な活動はできませんでした。役員体制を新たに

し、活動の再開をめざす必要があります。

（４）交通運輸部会のとりくみ

１）総会及び幹事会

①．２０２４年８月８日、第３１回定期総会を開催しました。４組織から８名が出席、

西尾議長があいさつしました。毎月定例的に幹事会を開催しています。今年度幹事会

は、第２２３回（２４．９/１０）～第２２９回（２５．７/２３）

２）行政交渉

①．中部運輸局、愛知運輸支局、愛知労働局、中部地方整備局、愛知県、名古屋市に対

し、交通政策要求を掲げ、２４年７月下旬～８月下旬にかけて交渉を実施しました。

また、各交通モードの要求内容を理解するための要求交流集会を２４．６月１４日に

行いました。

． 「 」② ２０２４年１０月２６～２７日 能登半島地震・豪雨災害第８次ボランティア活動

への参加（石川県能登半島）検数より２名、建交労より４名の参加。

③．２０２４年１１月１０～１１日「中央交運共闘・全国運動交流集会 （横浜 。全国」 ）

の交運共闘の運動の交流と地方交運共闘（愛知では愛労連交通運輸部会）の機能強化

をめざし、１日目には各交通モードの直近の課題を学習しあい、２日目には地方交運

共闘の機能強化に向けた交流討論を行いました。愛労連交通運輸部会からは、三役の

３名が参加し、全国の交運共闘の仲間と交流を深めました。各交通モードからの報告

内容①「航空管制業務の現状と課題 、②「危険な白タクライドシェア現状と課題 、」 」

③「トラックの２０２４年問題の現状と課題 。」

④．２０２５年２月２１日「中央交運共闘第３６回総会 （東京 。第３６回となる中央」 ）

交運共闘総会が、東京で開催されました。愛労連交運部会からは、直前に迫った自動

車デモの準備のため、今年度は出席できませんでした。総会では、どの業界でも人手

不足が深刻化している問題と昨年からの長時間労働規制問題で意見交換がなされまし

た。
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⑤．２０２５年２月２３日「２５年春闘勝利・愛知自動車デモ」の実施。交通運輸の現

場では、昨年４月から実施された長時間労働規制問題への対応により、混乱がもたら

されてきました。人手不足のなかの配送ルートの変更は、便数増を余儀なくされまし

たが、物価高騰の影響による荷量の減少で、当初予想された混乱を回避できました。

しかし、輸送量に関係のない路線バスでは便数が減るなどで国民生活に少なからぬ影

。 、 、 、響がでました 政府はこうした中 荷主に対し 運送業界への協力を推し進めるため

物流Gメンを配置し、荷主の行うべき荷役作業のすみ分けを徹底させるなど、物流に

混乱が生じないよう対策を強化してきました。物価高騰と長時間労働規制は、給料の

実質低下を招かざるをえなく、何としてでも大幅な基本的賃金の賃上げを勝ち取らな

ければなりません。

こうしたなかで行われた自動車デモは、２６台の車両と７０名の参加者で、２５春

闘を意気高くたたかう交通運輸労働者の団結を示す場となりました。自動車デモ開催

に向け、実行委員会を２４年１２月から総括会議を含め４回開催しました。

⑥．２０２５年３月１５日「交通運輸政策研究会（交運研）集会 。交運研は、労働者」

不足による公共交通維持や、自動化などの新技術の進展、環境問題等、様々な課題が

山積するもとで学習と交流を深める集会を開催しました。愛労連交運部会より谷藤事

務局長がZOOM参加しました。

講演「２０２４年問題の現状と課題 （立教大学・首藤若菜教授）」

パネルディスカッション「人手不足への対応、労働時間規制と働き方」

⑦．２０２５年６月１７日「行政交渉に向けた要求交流集会 。２０２５年夏に予定し」

ている「行政交渉 （関係機関６ヶ所）に向け、交通各モードの単産・部会から要求」

を持ち寄り、要請内容についての意見交換を行い、要求の整理を行いました。

⑧．２０２５年６月２７日「各行政機関への要求書の提出 。交通政策に関わる６行政」

機関に対し、交通政策要求を提出し、７月２５日の中部整備局を皮切りに、８月末ま

でに愛知労働局、中部運輸局、名古屋市、愛知県、愛知運輸支局の各機関との交渉を

行うことになっています。

． 「 」⑨ ２０２５年６月２８～２９日 能登半島地震・豪雨災害第１１次ボランティア活動

への参加（石川県能登半島 、検数２名、建交労２名、愛自交２名が参加しました。）

⑩．交運部会としての「平和宣伝行動 （建交労との共同行動、金山駅南口にて）は、」

２４．８/１５、１０/２０、１２/２２、２５．２/２（＊雨天中止 、４/１３（＊雨）

天中止 、６/２２に実施しました。）

７．愛労連の機関運営や全労連、東海北陸ブロック

（１）機関運営

１）定期大会、臨時大会

２０２４年７月に第７０回定期大会、２０２５年１月に第７１回臨時大会を開催し

ました。ジェンダー平等の観点から代議員の女性比率の目標を３割と設定して各組織

に努力を呼びかけました。また、育児・介護などの事情を抱える組合員でも参加でき

るようにリモート参加も可能として、幅広い世代の参加を促しました。

①．第７０回定期大会には全体１６７人が参加しました。内訳は代議員９９／１０７
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（男８１・女１８：女性比率１８．２％）内リモート１１（出席率９２．６％ 、特）

別代議員３／１０（女３）内リモート１、幹事会２８／２９、顧問１／１、事務局４

／４、その他傍聴などとなりました。

２０２４年度の総括と２０２５年度の提案・採択を行い全会一致で採択されまし

た。討論では３５人が発言しました。翌年の戦後・被爆８０年にむけて会場内に原爆

パネルの展示もおこないました。

②．第７１回臨時大会には全体で１５１人が参加しました。内訳は代議員１００／１

（ ． ） （ ． ）、０８ 男７９・女２１：女性比率２１ ０％ 内リモート１６ 出席率９２ ５％

特別代議員３／１０（女２ 、幹事会２１／３０、事務局５、その他傍聴でした。）

２０２５国民春闘闘争方針の提案・採択を行い全会一致で採択されました。討論で

は文書発言を含め３２人が発言しました。その他、大会直前に明らかになったフジテ

レビとタレントによる性暴力事件について、テレビ局の労働組合への連帯を表明する

特別決議の採択を行いました。

２）評議員会

規約が変更されたことで今年度から「年１回以上の開催」となり、６月１４日に第

１回が開催されました。夏季闘争方針、翌年度の役員体制、選挙管理委員会の委員選

出、第２三半期の会計決算報告などを採択しました。

参加評議員の女性比率を見ると目標の３割に遠く及ばず、ジェンダーの観点から各

組織のさらなる努力が必要と明らかになりました。

３）単産地域代表者会議

今年度は４回開催されました。第１回は秋季年末闘争、第２回は春闘前半、第３回

、 。は春闘後半 第４回は２０２６年度の予算や会計についてそれぞれ意思統一しました

大会や評議員会と異なり、成立要件のある機関会議ではないため事務局含め位置づ

けが弱いのか、欠席組織が多くなっています。

４）四役会議

議長、副議長、事務局長、事務局次長の四役が幹事会にむけた協議をおこなう場で

月１回のペースで開催されるはずですが、スケジュールの調整が難しく今年度は７回

の開催となりました。

５）幹事会

基本的に月２回の開催で、臨時的なものを含め今年度は２４回開催されました。愛

労連の運動の具体化をおこなってきました。会議冒頭に情勢に就いての学習もおこな

い、時には幹事会の中に学習の時間も設けるなど工夫して運営してきました。自由な

発言を保障し、提案に対する反対意見なども自由に発言できる雰囲気を醸し出すよう

努力しました。

一方で時間どおりに始められることが少なく、事前に議題が知らされることもない

など運営について不満も出てきているため、開催にむけてのより入念な準備が求めら

れます。
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６）事務局会議

毎週火曜日の午後に開催し、この１年で４６回開催しました。スケジュールの確認

から、事務局の運営についてや愛労連運動についての具体化など協議しました。

午後におこなわれることは決まっているものの、具体的にな開始時間が決まってお

らず、時間の問題で十分な協議がおこなわれないことがあり改善が求められます。

（２）上部団体

１）全労連・幹事会

①．全労連幹事に竹内創事務局長を送り出し、その任にあたっています。

②．全労連幹事会は、２日間開催を基本に今年度９回開催されました。現地参加を基本

に参加しています。

２）全労連東海北陸地方協議会（東海北陸ブロック）

． 、 。① 東海北陸ブロック事務局長に竹内創事務局長を送り出し その任にあたっています

②．ブロックでは、幹事会はオンライン開催を基本とし、今年度５回開催しました。ブ

ロックとしてのとりくみは、総会（２０２４年１２月 、最賃キャラバン（２０２５）

年６月 、徳島県庁を招いてのオンライン学習会（２０２５年７月 、労働相談員研修） ）

会（２０２５年７月）にとりくんできました。

-32-


